個人情報の取得及び取扱いに関する同意書

○○（事業所名）
　当事業所では、利用者（及び利用者のご家族）からご提供いただく個人情報について、個人情報の保護に関する法律及び関連法令、個人情報保護委員会の定めるガイドライン並びに当事業所プライバシーポリシーを遵守し、適切にお取扱いいたしますので、以下の事項をご確認いただきご同意いただきますようお願い申し上げます。なお、本文中の用語の定義は、個人情報の保護に関する法律及び関連法令によります。

１　利用目的

当事業所は、利用者（及び利用者のご家族）からご提供いただく氏名、住所、電話番号、年齢等の個人情報について、以下の目的の範囲内で利用し、又はご本人の同意がある場合又は法令で認められている場合を除き、他の目的で利用しません。

⑴　指定居宅介護支援業務におけるサービスの提供及びこれらに関連する連絡（居宅サービス計画の作成・変更、居宅サービス事業者等との連絡調整、サービス実施状況把握・評価、利用者状況の把握、給付管理、要介護認定申請に対する協力・援助等）
⑵　利用者（及び利用者のご家族）からのお問合せ、ご相談への対応

２　要配慮個人情報の取得

　　当事業所は、利用者の病歴、心身機能障害に関する情報、健康診断等の結果に関する情報、健康診断等に基づく心身状態改善のための指導、診療・調剤に関する情報を前項の利用目的のために取得いたします。

３　個人データの第三者提供
当事業所は、利用者（及び利用者のご家族）の同意がある場合又は法令で認められている場合を除き、取得した個人データを第三者に提供いたしません。

ただし、当事業所は、指定居宅介護支援業務におけるサービスの提供のため、サービス担当者会議・モニタリングにおいて、利用者（及び利用者のご家族）の個人情報を第三者に提供することがあります。この場合における①個人データの提供先、②第三者に提供される個人データの種類は以下のとおりです。
　①　個人データの提供先
　　　居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス・医療機関・薬局　等の
担当者
　②　提供される個人データの種類
　　　利用者（及び利用者のご家族）の「氏名、住所、電話番号、年齢」、利用者の「病歴、心身機能障害に関する情報、健康診断等の結果に関する情報、健康診断等に基づく心身状態改善のための指導、診療・調剤に関する情報」など当事業所が適法に取得した利用者（及び利用者のご家族）の個人情報
４　個人情報提供の任意性

利用者（及び利用者のご家族）が当事業所に個人情報をご提供いただくことは任意です。ただし、ご提供いただけない場合、ご希望のサービスを提供できないことがあります。

５　個人データの開示等の請求

当事業所は、当事業所が保有する個人データについて、ご本人又は代理人から個人データの開示等（利用目的の通知、開示、内容の訂正・追加・削除、利用の停止又は消去、第三者への提供の停止）の請求があった場合、ご本人確認をさせていただいた上で、法令及び当事業所の規程に従い遅滞なく対応いたします。ご請求の一部又は全部について対応いたしかねる場合には、遅滞なくその旨をご連絡いたします。

　以上の各事項を確認の上、貴事業所による個人情報の取得及び取扱い、第三者提供について同意します。

　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　（利用者）　　　　　　　　　
ご住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

お名前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代筆者：　　　　　　　　　　　　　）
（ご家族等　続柄：　　　　　　）
ご住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

お名前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（ご家族等　続柄：　　　　　　）
ご住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

お名前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（利用にあたっての留意事項）
１　個人情報保護法では、個人情報取扱業者に対し、個人情報の利用目的の明示を要求し、目的外利用に関する同意、第三者提供の同意を要求している点が重要です。
２　このひな形では、第１項で利用目的を明示していますが、事業所によって加筆・削除していただいても構いません。利用目的に書いてあるからといって同意なく第三者に提供していいわけではありませんからご留意ください。
３　そして、サービス担当者会議での第三者提供の同意の項目（第３項）も入れています。今回の同意書では、「サービス担当者会議」での情報共有（居宅サービス事業者との情報共有や訪問介護や通所リハビリテーション等のための医療機関との情報共有、薬剤師との服薬管理等に関する情報共有）を想定しています。あらかじめ同意いただく範囲を広くすれば、署名いただくのが困難になる可能性がありますので、本ひな形ではサービス担当者会議に絞りました。これ以外の場面について、同意が得られるならば、各ケースに応じて加筆・修正いただいてもかまいません。
４　また、個人情報保護法では、要配慮個人情報（病歴、心身機能障害に関する情報、健康診断等の結果に関する情報、健康診断等に基づく心身状態改善のための指導、診療・調剤に関する情報）については、情報を取得すること自体に同意が必要とされています（本人のご了解なく医療機関や薬局等から勝手に情報を引っ張ってきてはいけません。）。この同意については、第２項に記載してあります。
５　さらに、利用者のご家族の個人情報も扱いますから、ご家族の同意ももらう必要があります。個人情報の取扱いにおいては、誰の個人情報かという点も意識する必要があります。ご家族の氏名、連絡先などは、そのご家族の個人情報です。利用者の同意だけで家族の個人情報を第三者に伝えることには疑義があります。
６　加えるに、個人情報を受領、あるいは提供したごとに記録を残す必要があります。受領の局面では、いつ、だれから、誰のどのような個人情報を取得したのか、提供の局面では、いつ、だれに、誰のどのような個人情報を提供したのかを記録に残す必要があります。また、受領の局面では、どのような経緯で提供者が情報を取得したのか（適法に取得したのか）を確認する必要があります。この記録の作成については、他の記録と分離できる形で作成する方がよいと思います。万が一、のちに記録を示す必要が生じたとき、他の記録と一体になっていた場合、大量にマスキングをする等の作業が必要になるからです。
７　なお、判断能力が著しく低下しているご本人には、個人情報保護法上の同意をすることが困難な方もいると思います。この場合、成年後見人が就任している場合には成年後見人に同意を求めるか、せめてご家族の同意を得ておくなどしか、対処法がありません。

８　その他、今回の同意書ではカバーできていない点も多数存在します。今後、弁護士会等で個人情報保護法の研究が進められ、ひな形等が示される可能性がございます。その場合には、そちらを参照の上、適時の対応をお願いいたします。
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